
（単位：千円）

金　　額 金　　額

流  動  資  産流  動  資  産流  動  資  産流  動  資  産 268,418 流  動  負  債流  動  負  債流  動  負  債流  動  負  債 109,784

現 金　及　び　預 金 21,767 買 掛 金 24,113

売 掛 金 134,331 短 期　　借　　入 金 20,000

商 品 82,357 未 払 金 57,209

貯 蔵 品 20,210 未 払  法　人　税 等 362

前 払　　費 用 177 賞 与    引    当 金 8,100

未 収　　入 金 11,172 固  定  負  債固  定  負  債固  定  負  債固  定  負  債 454,364

貸 倒   引   当 金 △ 1,599 長 期 借 入 金期    借    入 金 393,090

固  定  資  産固  定  資  産固  定  資  産固  定  資  産 972,666 長 期 未 払 金期    未    払 金 2,712

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 883,320 資 産　除　去　債 務 30,581

建 物 425,690 役 員退職慰労引当 金 27,980

建 物  附  属  設 備 251,266 564,149

構 築 物 198,584

機 械     装 置 927,646

車 両   運   搬 具 183,018

工 具  器  具  備 品 32,484

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,395,972

土 地 260,602

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 188 金　　額

電 話   加   入 権 188 株  主  資  本株  主  資  本株  主  資  本株  主  資  本 676,935

投資 その他の資産投資 その他の資産投資 その他の資産投資 その他の資産 89,157 資     本     金 40,000

投  資  有  価  証 券 9,345 利 益 剰 余 金 636,935

出 資 金 310 利   益   準   備 金 10,000

そ の 他 投 資 等 870 その他利益剰余 金　 626,935

差 入   保   証 金 3,095 別 途 積 立 金 610,000

保  険   積   立 金 69,123 繰越利益剰余金 16,935

関 係 会 社 株 式 3,000

繰 延 税 金 資 産 3,412

676,935

1,241,084 1,241,084

負　 債　 合　 計負　 債　 合　 計負　 債　 合　 計負　 債　 合　 計

貸   借   対   照   表貸   借   対   照   表貸   借   対   照   表貸   借   対   照   表

（平成３０年１２月３１日現在）

資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部 負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部

項　　　　目 項　　　　目

 純     資     産     の     部 純     資     産     の     部 純     資     産     の     部 純     資     産     の     部

項　　　　目

負負負負 債債債債 ・・・・ 純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

純　資　産　合　計純　資　産　合　計純　資　産　合　計純　資　産　合　計

資   産   合   計資   産   合   計資   産   合   計資   産   合   計



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法
移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産の評価基準および評価方法
商品および貯蔵品 ： 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

(2）固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ： 定率法を採用しております。
  ただし、平成１０年４月１日以降取得分の建物は、定額法を採用しております。

無 形 固 定 資 産 ： 定額法を採用しております。

繰   延    資    産 ： 定額法を採用しております。

(3）引当金の計上基準

貸  倒  引   当   金   ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については
法人税法の規定による法定繰入率により計上するほか
個々の債権の可能性を勘案して計上しております。

賞  与  引   当   金   ： 従業員および役員の賞与支給に備えるため、支給見込額
の当期負担分を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

(5）重要な会計方針の変更

特記すべき事項はありません。

２．貸借対照表等に関する注記２．貸借対照表等に関する注記２．貸借対照表等に関する注記２．貸借対照表等に関する注記

(1）関係会社株式
子会社株式　 （株）アールシステム 　    ３,０００千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記３．株主資本等変動計算書に関する注記３．株主資本等変動計算書に関する注記３．株主資本等変動計算書に関する注記

(1）当該事業年度の末日のおける発行済株式の種類および総数
   普通株式          ８００ 株

(2）当該事業年中に行った剰余金の配当に関する事項

決          議
株式の
種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基   準   日 効力発生日

普通 平成29年 平成30年
株式 12月31日 2月15日

(3）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

４．その他の注記４．その他の注記４．その他の注記４．その他の注記

特記すべき事項はありません。

個       別      注      記      表

平成30年2月14日
定 時 株 主 総 会 12,000 15,000


